平成16年1月30日付け朝日新聞朝刊「私の視点」に対する

国土交通省八ッ場ダム工事事務所の見解への反論

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
論点１　水資源開発の現状と八ッ場ダムの利水上の必要性について

当方の指摘

首都圏でも人口がピークに近づいていて二〇一五年以降は減少していく。節水機器の普及等により、一人あたり給水量は、最近は漸減の傾向にあるから、すでに十年前から増加がとまった水道用水は近い将来には確実に減少傾向に向かう。

そして、一方で水源開発が進んできた結果、各水道事業体は十分な水源を保有するようになり、最近は渇水がきても、断水に至ることはほとんどなく、生活への影響を避けられるようになった。八ッ場ダムがなくても、将来の水需給に支障をきたすことはなくなっている。

国土交通省の見解

利根川・荒川水系は、不安定な暫定水利権が多く、取水量の約3割を占めている。暫定水利権は、渇水時には取水できない文字通り暫定的なものであって、各自治体が十分に水源を保有しているとは決して言えない状況にある。そのため、近年でも平成６年、８年、９年と連続的に渇水に見舞われ、各地で取水制限が行われ、その結果、各地で断水、減圧や、学校プールが使用できなくなったり、公園の噴水が止められた。
当方の反論

利根川水系における暫定水利権の内容をみると、暫定水利権として扱うことが疑わしいものが大半を占めている。たとえば、農業用水の転用で得た水利権は、非かんがい期 （冬期　）に取水する権利が無いということで、暫定水利権として扱われているが、実際には非かんがい期は農業用水の取水がわずかであるので、利根川の流量に余裕があり、都市用水の取水に支障をきたすことがない。水源開発の遅れで大量の暫定水利権が生じているのではなく、非合理的な現在の水利権許可制度によって、暫定水利権としての扱いを受けているものが大半を占めている。水利権許可制度の民主化、規制緩和を進めることが必要である。

利根川流域の都県ごとに水需要と保有水源を比較してみると、それぞれ水需要を充足する水源が十分にある状況になってきている。その結果、最近は渇水になっても、断水に至ることはなく、生活への影響はほとんどない。プールの使用中止や噴水の停止は渇水になっている状況を示すために実施されているだけであって、実際にはそれらの使用水量は小さいので、本来は中止・停止の必要はない。

論点２　利根川の治水安全度の設定について

当方の指摘

もともと利根川の治水計画は非現実的な過大な洪水流量の設定によって、沢山のダム建設が必要だとされているのであって、実際には河道整備を計画どおりに進めれば大洪水への対応が可能になる。

国土交通省の見解

首都圏を擁し、約480万人の人口と約63兆円の資産を有する利根川の重要性をかんがみ、利根川では200年に１回の確率で起こる規模の洪水に対して氾濫させることなく安全に流下させることを目標としており、八斗島地点(洪水の基準地点 ： 群馬県伊勢崎市)の基本高水流量を毎秒22,000ｍ3に設定している。
当方の反論

利根川の治水計画は次のように策定されている(八斗島地点)。

基本高水流量（200年に１回の洪水流量） 〔カスリーン台風並みの雨が現在降った場合の計算流量〕　

22,000m3/秒
計画高水流量（河川改修で対応する洪水流量）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16,000m3/秒
上流ダム群の調節量（既設ダム、八ッ場ダムの他に数多くのダムが必要）　　　　　　　　6,000m3/秒
しかし、過去50年間の実績では10,000ｍ3/秒を超える洪水は来ておらず、22,000ｍ3/秒の基本高水流量は明らかに過大である。1947年のカスリーン台風の17,000ｍ3/秒は戦時中の森林乱伐がもたらした異常値であり、その後の森林の生長でそのようにずば抜けて大きい洪水流量は出なくなっている。したがって、それをさらに膨らました22,000ｍ3/秒という洪水は全く架空の洪水流量である。
このように、利根川における治水面でのダム計画は、来るはずのない過大な洪水流量の設定で必要とされているものにすぎない。来る可能性のある洪水流量は16,000ｍ3/秒以下であるから、河川改修を計画どおりに進めれば、氾濫の危険はなくなる。

なお、国土交通省の計算では上流ダム群の調節量6,000ｍ3/秒のうち、4,400ｍ3/秒はこれから建設する予定の上流ダム群で対応することになっている。しかし、そのためには十数基のダムが必要であり、それらのダムをこれから利根川に建設することは全く不可能である。最近、利根川ではダム中止が相次いでおり、今後、全く新規のダムを建設することは1基でも困難であろう。この点で、利根川治水計画は現実性のない、宙に浮いたものになっている。八ッ場ダムはそのように現実性を失った治水計画で必要だとされているものにすぎない。

論点３　八ッ場ダムの治水上の必要性について

当方の指摘

八ッ場ダムは利根川の洪水対策に必要とされているが、国の計算でも八ッ場ダムの治水上の役割はかなり小さい。

国土交通省の見解

ダムの配置から見ると、利根川の上流域の約１／３の流域面積を占める吾妻川には、大きな洪水調節機能を持つダムは未だに設置されていない。このことから吾妻川の中流部に計画されている八ツ場ダムの治水上の役割は大変重要である。また、既設６ダムの合計治水容量の約６割に匹敵する、6,500万ｍ3を八ッ場ダム一つで確保する計画となっており、このことからも八ッ場ダムの治水上の重要性がわかる。
当方の反論

利根川の治水上、八ッ場ダムが重要であるか否かは、実際の大洪水において八ッ場ダムがどの程度の役割を果たすかによって判断すべきことである。利根川の治水計画の基本になっているカスリーン台風に関して、八ッ場ダムの治水効果を国土交通省が計算した結果によれば、八斗島に対する効果はゼロであった。カスリーン台風のときは吾妻川上流域の雨量が小さく、降雨の時間帯も違うので、八斗島地点に対する八ッ場ダムの治水効果はゼロになっている。

利根川の治水計画の基本になっているカスリーン台風において八ッ場ダムの治水効果がゼロであることは、治水面での八ッ場ダムの重要性を否定するものといってもよい。

これは、カスリーン台風だけの特異現象ではない。大きな洪水をもたらす台風の場合、南から来た雨雲は榛名山と赤城山にぶつかってそれらの山麓に大雨を降らせるため、吾妻川上流域の雨量がさほど大きくないことがしばしばある（例．1949年のキティ台風）。八ッ場ダムは、利根川の大洪水に備えるには不適切な場所なのである。

そして、吾妻渓谷自体がもともと自然の洪水調節の機能をもっている。吾妻渓谷は両岸の山が接近した狭窄部が続くところであるので、洪水はそこで遮られて、その上流に一時貯留される。そのような洪水調節が自然に行われるので、吾妻川上流の洪水が下流に与える影響は小さい。もともと、自然の洪水調節作用があるところに洪水調節ダムをつくって何の役割を果たせるというのか。むしろ、ダム放流の操作を誤れば、洪水を助長することにもなりかねない。八ッ場ダムが洪水調節に役立つという話は机上の計算にすぎない。

論点４　河道整備の効果について

当方の指摘

河道整備を計画どおりに進めれば大洪水への対応が可能になる。

国土交通省の見解

埼玉県栗橋地点など下流河道の流下能力を考慮すると八斗島地点の河道で受け入れられる流量は16,000ｍ3/秒となっている。一方、利根川に流れ込む流量は、カスリーン台風の実績降雨及びその後の河川の整備の状況等を考慮し算出すると、八斗島地点で約22,000ｍ3/秒となるから、計画どおり河道だけ完成したとしても洪水に対処できないことは明らかである。河道の流下能力を更に向上させるためには、大がかりな堤防の引き堤や堤防の嵩上げ、河道の大規模掘削等の手法が考えられるが、そのような利根川の抜本的な河川改修を実施することは困難である。

当方の反論

論点２についての反論で述べたように、八斗島地点の約22,000ｍ3/秒という目標流量そのものがきわめて過大で、現実性を失ったものになっている。それを現実性のある数字に直せば、河川改修だけで対応可能な16,000ｍ3/秒以下の値になることは間違いない。したがって、利根川では、河川改修さえ計画通り実施すれば、カスリーン並みの洪水への対応が可能となり、八ッ場ダム等の上流ダム群による洪水調節を必要としない。

論点５　貯水による地滑りの危険性について

論点６　土石流の危険性について

当方の指摘

ダム予定地の両岸は浅間山が噴火した際の泥流が吾妻渓谷でせき止められて厚く堆積しており、きわめて脆弱な地層である。ここにダムを築いて貯水を始めれば、地滑りが起きて周辺も支えを失い崩落する危険性が高い。そして、住民が移転する予定の代替地の山側は崩落の危険が高く、土石流危険地帯に指定されている。
国土交通省の見解

平成８年度より「八ッ場ダム貯水池周辺地盤安定検討委員会」を設け、地質や地滑りの専門家の意見を伺ってきている。この委員会においては、地形・地質と上部の土地利用により対策が必要な箇所についての地質学的な見地からだけではなく対策工に対しての工学的な見地からも意見をいただき、対策が必要と認められた横壁地区については対策工を実施した。そして、勝沼地区、二社平地区についても対策工を実施する計画である。

八ッ場ダムの防災計画は、代替地上部の全渓流を対象とし、防災ダムや流路工などの防災施設を整備していて、国（八ッ場ダム事業）と県（砂防事業）により、現在、これらの渓流には砂防施設を整備中である。
当方の反論

委員会で検討の対象とした地滑りの可能性のある地区は22地区に及んでいるが、検討の結果、対策工を実施するのは3地区だけとなった。その選定の過程をみると、重要度と精査の優先度が両方ともＡの評価になったのが3地区であって、その他の地区は、地滑りの程度が3地区よりは小さいとか、起きても人家への影響が少ないとかの理由で対策工実施の対象から外されただけであり、地滑りが起きる危険性が十分にある。

林地区の地滑り危険地帯では、現在、数多くの集水井が設置され、地下水を常時抜くことによって、ようやく地滑りを防いでいる。ダムによる貯水でそのようなところに水が浸透し、地下水位が上がれば、地滑りが起きる危険性が高まることは自明のことである。そのようにダム湖面に近いところで地滑りが起きれば、住民が移転する予定の山側の代替地も支えを失って、連鎖的に地滑りを起き、崩落する危険性が高い。

　　2003年3月に完成した奈良県の大滝ダムでは、貯水直後にダム湖周辺で地割れがおき、46戸の家屋が移転を余儀なくされた。八ッ場ダムの貯水が始まれば、大滝ダムよりもっと大きな規模で地盤災害が起きる可能性が高い。

論点７　水質の悪化について

当方の指摘

八ッ場ダムの上流には多くの観光地や広大な農地・牧場があるから、貯水に伴って藻類の異常増殖が進み、水質がひどく悪化することも予想される。

国土交通省の見解

吾妻川の河川水の栄養塩（窒素やリン）濃度は比較的高いものの、藻類が摂取できる形態の溶解性のリンは低いことが確認されており、吾妻川の河川水を用いてこれまで行った藻類増殖実験では、藻類の異常増殖は認められていない。この理由としては、河川水中に含まれる金属イオンが溶解性のリンと結合することにより、藻類が摂取できない形態となっているためと考えられる。　また、酸性水による藻類増殖抑制効果が働いていることが確認されている。
当方の反論

八ッ場ダム予定地は吾妻川の中流部に位置しているので、上流域から多量の栄養塩類（窒素とりん）が流れ込んでいる。上流域の草津町、六合村、嬬恋村、長野原町には約４万人が住み、草津温泉、万座温泉、万座スキー場等に大勢の客が訪れる。更に、嬬恋のキャベツ畑には多量の化学肥料が投入され、四町村で５千頭以上の牛が飼育されている。これらの生活排水、農業排水、畜産排水等により、吾妻川には多量の汚濁物、栄養塩類が流入している。この汚濁物の量を人口に換算すると、ダム予定地の上流には数十万人の都市があるに等しい。そのように栄養塩類の濃度がかなり高いところに、ダムをつくり、今までの流水をたまり水に変えると、藻類の異常増殖が進行し、水質がひどく悪化していく。

国土交通省は室内実験の結果、藻類の異常増殖はなかったと述べているが、それは全く現場を踏まえない話である。ダム水没予定地のすぐ上流の長野原取水堰（発電用の取水堰）に小さな貯水域がつくられているが、そこは夏期には藻類の異常増殖で水質がひどく悪化し、異臭を放っている。また、やはり上流にある白砂川の品木ダムも夏期には湖面に藻類が点々と浮上し、やはり異臭を放っている。八ッ場ダム湖が藻類の異常増殖で水質がひどく悪化することは確実に予想されることである。

論点８　猛禽類対策と吾妻渓谷の保全について

当方の指摘

関東の耶馬溪といわれる美しい吾妻渓谷や、ダム予定地に生息するイヌワシなど、ダム建設で失われるものも多い。

国土交通省の見解

今後も、イヌワシ保護の実例に詳しい専門家の意見を聴きながら、当該地区の個体がダム完成後にも継続して生息できる環境を整えることを目標として調査及び保護対策を検討実施していく。
ダムサイトは当初、地形・地質上最も有利な位置に計画していたが、文化財保護法の規定による指定区域 「名勝吾妻峡 」 のほぼ中央部にあったので、約600ｍ上流の現ダムサイトに変更した。これにより、吾妻峡の指定区域約3.5ｋｍのうち下流側の約４分の３は、現況のまま保存される。

当方の反論

八ッ場ダム予定地では、凄まじい規模で土木工事が行われてきているから、それによってイヌワシの生息はすでに困難になってきていることが憂慮される。
吾妻渓谷の上流部は八ッ場ダムの建設工事によって大きな損傷を受け、ダム完成後は湖面の下に水没する。残りの下流部も関東の耶馬溪といわれる現在の美しさを保つ期間はそう長くない。奇岩怪岩が立ち並ぶ吾妻渓谷の岩肌は時折来る洪水によってその表面が洗われ、その美しさが維持されている。洪水が八ッ場ダムによって貯留されるようになると、岩肌をコケが覆い、やがては草木が生い茂って渓谷の様相が大きく変わり、今の面影を失ってしまう。利根川支流・神流川の三波石峡は下久保ダムの建設後、昔の美しい面影をなくし、惨憺たる状況になっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文責　嶋津　暉之）

